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建 設 委 員 会 資 料 

都市政策推進室産業・都市振興担当 

 

 

中野区産業振興ビジョン（案）について 

 

 

中野区産業振興ビジョンの策定にあたり、素案に対する意見交換会を経て、中野区産業

振興ビジョン（案）としてとりまとめたので報告する。 

今後、案に対するパブリック・コメント手続により、策定に向けた意見募集を行う。 

 

 

１ 中野区産業振興ビジョン（案） 

・中野区産業振興ビジョン（案）…「別紙１」のとおり 
 
・素案から案への主な変更点 …「別紙２」のとおり 

 

 

２ 素案に対する意見交換会等の実施結果 

「別紙３」のとおり 

 

 

３ 今後の予定 

９月 ６日(木)  パブリック・コメント手続き開始 

９月２６日(水)  パブリック・コメント手続き終了 

１０月       中野区産業振興ビジョンの策定 



 

 

 

 

中野区産業振興ビジョン 
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第１章 中野区産業振興ビジョンの策定に当たって 

 

 

 

１ 産業振興ビジョン策定の目的 

中野区は、中野区基本構想において、１０年後のまちの姿の一つとし

て「産業と人々の活力がみなぎるまち」を掲げました。その実現に向け、

「新しい中野をつくる１０か年計画（第２次）」（以下「１０か年計画（第

２次）」という。）で、「まち活性化戦略」を定め、優先的な取り組みを示

しました。 

中野区産業振興ビジョン（以下「産業振興ビジョン」という。）は、こ

の具体的な進展を図るに当たって、区内産業の現状と課題を踏まえなが

ら、産業振興の目指すべき方向性を将来像として明らかにするとともに、

その実現に向けた戦略と主な取り組みについてとりまとめ、施策の効果

的な実施を図るためのものです。 

特に、時代や地域の要請に応じて、今後、産業発展の契機と見込まれ

るＩＣＴ1・コンテンツ2の活用や、ニーズが高まると見込まれるライフサ

ポートサービスに係る産業を重点分野と捉え、中野の産業発展の特徴を

示すものです。 

同時に、将来像や戦略等について、産業界や区民の方々等と（この策

定過程も通じて）共有し、その実現に向けて互いの役割を理解し協調・

連携して取り組んでいく関係を構築していくためのものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
1 ICT とは、「Information  &  Communication Technology の略、情報通信技術」のことをいいます（総務省｢情報

通信白書」から引用）。 

2 コンテンツとは、「文字・画像・動画・音声・ゲーム等の情報全般、またはその情報内容のこと。電子媒体やネット

ワークを通じてやり取りされる情報を指して使われる場合が多い」とされています（総務省｢情報通信白書」から引用）。 
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２ 産業振興ビジョンの位置付け 

産業振興ビジョンは、１０か年計画（第２次）の具体的進展に向けた

区内産業振興に係る指針であり、これに基づき、各年度の産業振興施策

の具体化とその実施に向けた予算編成を行っていくものです。 

また、中小企業基本法第６条に規定される中小企業に関する施策の策

定に相当するものです。 

 

 

 

３ 産業振興ビジョンで示す期間 

産業振興ビジョンで描く将来像「目標とする姿」は、概ね１０か年計

画（第２次）で描く計画期間（平成３１年度）までに実現していくべき

ものとして示しています。 

その実現のための戦略や取り組みについては、毎年度のＰＤＣＡサイ

クルにより、必要な調査による定量的データ等を踏まえ、目標への効果

の検証などを行い、改善を図っていきます。その展開や時期を３つのス

テップ（概ね３年間ずつ）に分けて示しています。 
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第２章 目指すべき将来像と 

その実現に向けた戦略・取り組み 

 

１ 現状と課題 

・ 中野区内の事業所数3は、2009 年調査で 14,367 件となっており、2006

年調査の 13,601 件から 5.6%増加していますが（資料１）、全事業所数では

２３区の中で荒川区、目黒区に次いで尐ない状況です（資料２）。 

区内事業所の従業者数も同 125,683 人で、2006 年調査の 117,494 人から

7.0％増加していますが（資料３）、２３区の中では荒川区に次いで尐ない状

況です（資料４）。 

区内経済の活性化には、更なる企業集積を促進していく必要があります。 

 

・ 区内の事業所のうち、従業者数 300 人未満の中小の事業所数は 14,340 件

で、全事業所の 99.8％を占めています4。また、それら中小の事業所に従事

する従業者数は 110,713 人で、全従業者の 88.1％を占めています。 

区内事業所の業種構成は、卸売業・小売業(3,207 件)が最も多く、次いで

不動産業・物品賃貸業(2,059 件)、宿泊業・飲食サービス業(2,038 件)、生活

関連サービス業・娯楽業(1,327 件)、医療・福祉(1,062 件)、建設業(1,031

件)、学術研究・専門技術サービス業(904 件)、サービス業(廃棄物処理業・

自動車整備業等 630 件)、製造業(587 件)、情報通信業(499 件)、教育・学習

支援業(488 件)、運輸業・郵便業(281 件)、金融業・保険業(166 件)などとな

っています（資料５）。 

卸売業・小売業（3,207 件）のうち、小売業は 2,425 件で全事業所数の

16.9％を占め、最も多くなっています。宿泊業・飲食サービス業の内訳で

は、飲食店 1,892 件、持ち帰り・配達飲食サービス業 111 件を合わせた飲

食サービス業が2,003件で同13.9％を占めています。これらを合わせると、

4,428 件で同 30.8％を占めています。 

                                            
3 事業所とは、経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の①及び②の条件を備えているものをいいま

す。 

①一定の場所（１区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていること 

②従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が、継続的に行われていること 

4 中小企業者とは、中小企業基本法で、製造業・その他業種で資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時

使用する従業員の数が 300人以下の会社及び個人、卸売業で資本金の額又は出資の総額が 1億円以下の会社又は常時使

用する従業員の数が 100人以下の会社及び個人、小売業で資本金の額又は出資の総額が 5000万円以下の会社又は常時使

用する従業員の数が 50人以下の会社及び個人、サービス業で資本金の額又は出資の総額が 5000 万円以下の会社又は常

時使用する従業員の数が 100人以下の会社及び個人と定義されています。 

2009年経済センサス基礎調査の区内の会社企業（本店・単独）をみると、従業者 50人以上で資本金 5000万円以上の

会社企業数は 104社であり、全会社企業数 5,768社の 98.2％が中小の会社企業です。なお、会社企業とは、経営組織が

株式会社（有限会社を含む）、合名会社、合資会社、合同会社及び相互会社をいいます。 
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生活関連サービス業（1,124 件）には、美容業（391 件）、洗濯業（259

件）、理容業（198 件）、冠婚葬祭業（36 件）、旅行業（25 件）などが含ま

れます。 

医療・福祉のうち医療業（819 件）の内訳は、一般診療所（285 件）、療

術業（258 件）、歯科診療所（240 件）などの他、病院（13 件）となってい

ます。福祉（243 件）の内訳は、保育所などの児童福祉事業（107 件）、訪

問介護事業などの老人福祉・介護事業（86 件）、障害者福祉事業（29 件）

などとなっています。 

専門・技術サービス業（886 件）は、法律事務所や税理士事務所などの専

門サービス業（472 件）、土木建築サービス業などの技術サービス業（367

件）などからなっています。 

サービス業（630 件）は、ビルメンテナンスなどの建物サービス業（123

件）や機械等修理業（59 件）、自動車整備業（29 件）などの他、廃棄物処

理業（17 件）からなっています。 

製造業（587 件）は、印刷・同関連業（119 件）が最も多く、以下繊維工

業（71 件）、食料品製造業（41 件）、金属製品製造業（38 件）、業務用機械

器具製造業（37 件）、電気機械器具製造業（30 件）、家具・装備品製造業（23

件）、化学工業（21 件）などとなっており、業種が多岐にわたっています。 

教育、学習支援業（488 件）には、小・中学校や専門学校、各種学校など

の学校教育（119 件）の他、学習塾（103 件）や音楽や外国語会話などの教

授業（229 件）が含まれます。 

 

・ 業種別の従業者数は、卸売業・小売業(25,662 人)が最も多く、次いで医

療・福祉(13,124 人)、宿泊業・飲食サービス業(12,843 人)、情報通信業(9,636

人)、建設業(9,373 人)、教育・学習支援業(8,550 人)、サービス業(8,318 人)、

生活関連サービス業・娯楽業(6,367 人)、運輸・郵便業(6,329 人)、不動産・

物品賃貸業(5,860 人)、学術研究・専門技術サービス業(5,837 人)、製造業

(5,235 人)、金融・保険業(4,790 人)などの順となっています（資料６）。 

区民の地域での生活を直接間接にわたって支えている中小の事業所の持

続的な活性化が今後とも重要です。 

 

・ 中野区では、１０か年計画（第２次）において、ＩＣＴ・コンテンツ関

連産業5による区内経済活性化を描いています。ＩＣＴ・コンテンツ関連産

業とは、通信業、放送業、ソフトウェア業・情報処理業等の情報サービス

業、インターネット付随サービス業、映像・音声・文字情報制作業、専門

                                            
5 ＩＣＴ・コンテンツ関連産業…日本標準産業分類（2011年 11月改定）における、通信業（固定電話通信業、移動電

話通信業、電話通信に付帯するサービス業）、放送業（民間放送業、有線放送業）、情報サービス業（ソフトウェア業、

情報処理・提供サービス業）、インターネット付随サービス業、映像・音声・文字情報制作業（映像情報制作業、音声情

報制作業）、専門サービス業のうちデザイン業、著述・芸術家業、広告業、技術サービス業のうち写真業、娯楽業のうち

映画館、興行場・興行団に該当する事業所を指しています。 
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サービス業のうちのデザイン業と著述・芸術家業、広告業、技術サービス

業のうちの写真業と娯楽業を指しています。 

ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の区内事業所数は、2009 年調査において 742

件（全事業所に占める割合は 5.2％）で、2006 年調査の 673 件から 10.3％

増となっています（資料７）。また、従業者数は同 11,072 人で、2006 年調

査の 10,825 人から 2.3％増加しています（資料８）。 

ＩＣＴ・コンテンツ関連産業が、様々な産業と連携することで、新たな

事業の創出などを促進し、区内産業全体の活性化をけん引することが求め

られます。 

 

・ １０か年計画（第２次）において産業集積を掲げている介護・保険医療、

教育などの生活に欠かすことができない産業が区内全域に点在し、日々の

生活を支える小売・飲食などの店舗が商店街を中心に展開されています。

これら区民の日常の暮らしに関係性の高いサービスを提供する産業をライ

フサポート関連産業6（後記「戦略Ⅲ」を参照）とします。医療・福祉を始

め、小売業、不動産業、飲食サービス業、生活関連サービス業、教育・学

習支援業など様々な業種にわたり、その事業所数は、2009 年調査において

10,593 件（全事業所数に占める割合は 73.7％）で、2006 年調査の 10,331

件からの 2.5％増となっています（資料９）。また、従業者数は同 75,696 人

（全従業者数に占める割合は60.2％）で、2006年調査の70,107人から7.9％

増加しています（資料１０）。 

今後、更なる尐子高齢化が進む中、医療・介護等を始めとして、地域で

の生活を様々に支えるライフサポート関連産業に対するニーズが高まると

ともに、雇用機会が創出されることも期待されます。 

 

・ 文化・商業・娯楽・飲食・サービスといった都市機能の魅力を来街者が

楽しむ形態を「都市観光」とし7、それに係る産業を観光関連産業としてく

くると、小売業(2,425 件)8、宿泊業・飲食サービス業(2,038 件)、運輸業(157

件)9、娯楽業(203 件)などが含まれます。その事業所数は、2009 年調査にお

いて、4,823 件（全事業所数に占める割合は 33.6％）で、従業者数は同 34,555

人（全従業者数に占める割合は 27.5％）となっています。 

来街者を増やし、区全体の活性化を図っていくためには、これら観光産

業の振興も重要となってきます。  

                                            
6 ライフサポート関連産業…日本標準産業分類における、卸売業・小売業、不動産業・物品賃貸業、宿泊業・飲食サー

ビス業、生活関連サービス業・娯楽業、教育・学習支援業、医療・福祉、建設業（一般土木建築工事業、建築リフォー

ム工事業、床・内装工事業）、製造業（食料品製造業、飲食・たばこ・飼料製造業、繊維工業、医薬品製造業、化粧品・

歯磨・その他の化粧用調整品製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業、その他の製造業）に該当する事業所を指してい

ます。 
7「中野区都市観光ビジョン」から抜粋しています。 
8 日本標準産業分類における、卸売業・小売業のうち卸売業を除いた事業所数を指しています。 
9 日本標準産業分類における、運輸業・郵便業のうち鉄道業及び道路旅客運送業の事業所数を指しています。 
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２ 目指すべき産業の将来像 

 

～ＩＣＴ・コンテンツの活用とライフサポートサービスの充実

で経済が活性化するまち～ 

 

 

これまでになかった多彩なコンベンション（会議・展示会等）やビジネス

交流会等が年間を通じて多様に催されるとともに、進出してくる企業や大学

等との産学公連携などをきっかけにしてビジネスチャンスが拡がっています。

また、企業や大学、関係団体、区民等の協力によって、こうした産業や学問

研究にとっての魅力的な状況を自主的・自律的に維持し向上しています。 

 

区内の中小事業者は、事業者間のネットワークや産学公連携による支援を

効果的に活用し、経営者の経営能力、従業員の技術力などを向上させるとと

もに、新たな事業展開に取り組んでいます。 

 

ＩＣＴ・コンテンツ関連産業が、他産業との懸け橋となって、新たな共同

事業やビジネスモデルの創出などにより区内経済をけん引しています。 

 

見守りや安心、健康や医療・介護、家事や育児、あるいは語らいや憩いな

ど、様々な生活場面をサポートする産業が、行政やボランティアなどと一体

となって、多様な区民個々のニーズを満たしています。 

 

多様な業種業態で構成される商店街が、時代や地域のニーズに応じたサー

ビスを直接区民に提供する身近な存在として、地域生活の支えとなっていま

す。 
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３ 産業振興ビジョンの体系図 
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４ 将来像実現に向けた戦略と主な取り組み 

戦略Ⅰ 新たな企業の集積 

 

■目標とする姿 

区内の広域中心拠点である中野駅周辺を始め、東中野駅周辺や中野坂上駅周

辺などの交流拠点では、立地を活かした産業・商業地として、新たな企業の進

出や都市機能などの充実によって産業集積・商業集積が進んでいます。特に中

野駅周辺では、ビジネス活動の一環や文化表現・学術活動としての大規模なコ

ンベンション（会議・展示会等）や集客力のあるイベントなどによって、新し

い東京の顔としてふさわしい新たなにぎわいが創出されています。 

周辺商業などが、新しい機能・環境などとの界隈性（新旧の施設や店舗等が

個性を保ちつつ相互に影響しあって溶け込んだ一体的な雰囲気）を醸成しなが

ら、親しみ・味わいのある飲食街など豊かな業務環境や生活空間の一端を演出

し、個々に応じた価値や時間の消費の場を提供することで活気づいています。 

集積するオフィスや店舗そのものが、また、そこでの各種の活動や機能が情

報の集積・発信の場となると同時に、多様な来街者もまちの構成要素として新

たな情報を発信しています。 

こうした吸引力・滞留力による様々な企業やヒト、モノ、情報の国内外から

の流入や交流を通じて常に変化の最先端としての可能性や意外性を持ち、競争

優位性を高めながらビジネスチャンスや楽しみなどの新たな価値を区内外へ産

み拡げています。 

 

 

■成果指標と目標値 

 平成 23年度 
(2011 年度) 

実績等 

平成 26年度 
(2014 年度) 

目標値 

平成 31年度 
(2019 年度) 

目標値 

中野区内で事業を継続したいと思
う事業所の割合10 

調査予定 
（平成 25年度） 

― ― 

勤務地が中野区内であることに満
足しているワーカーの割合11 

調査予定 
（平成 25年度） 

― ― 

                                            
10 区内事業所を対象とするアンケート等を実施する予定です。 

11 区内ワーカーを対象とするアンケート等を実施する予定です。 
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■実現に向けた戦略 

① 魅力的な立地環境の整備 

中野駅周辺や交流拠点等のまちづくりの推進において、新たな業務・商業

ビルや会議・展示などに活用できる交流施設等の誘導、様々な都市機能の整

備などによって、良好な業務環境を創出します。 

関係主体による自主的自律的なしくみを導入することによって、良好な環

境を連携して維持・創造等していきます。 

新たに進出してくる大学などが保有する知的財産と企業ニーズ等とを結び

付け活用するしくみ等を構築することによって、産業の創造力を高めていき

ます。 

 

【主な取り組み】 

●都市基盤の整備 

区は、防災や環境、景観、ユニバーサルデザインなど、安全で快適なま

ちなみの形成や生活の質を高めていく都市基盤の整備を進め、民間施設等

の誘導を促進します。 

●産学公連携12のしくみの構築 

区は、企業や大学等による知的財産や情報の相互活用や、新産業創出に

係る共同研究などの展開が進むよう、産学公連携の体制を整えていきます。 

●タウンマネジメント13・エリアマネジメント14の推進 

区は、一定範囲の地区の魅力を維持・向上していくための関係者間によ

るタウンマネジメントの取り組みを支援していきます。 

中野四季の都市地区におけるエリアマネジメントの取り組みを推進する

とともに、中野駅周辺全体のタウンマネジメントの導入に向けた準備を進

めます。また、こうした手法の応用について研究していきます。 

 

  

                                            
12 産学公連携…産業界や教育機関、行政が、相互の取り組みを活かしながら一体となって連携・協働する体制と基盤

を構築することをいいます。また、それぞれが有する知的資産・情報・技術等を活用し、新事業や新産業の創出を図る

取り組みをいいます。 
13 タウンマネジメント…地権者のほか産業団体などの関係団体が、一定範囲の地区全体の魅力向上・活性化といった

公益の実現に資することを目的として、景観の調和やユビキタス環境の創出、まちのプロモーションなどの基本的なま

ちのあり方等について共有しつつ、都市経営的な発想のもとに協調・連携してとりくむ手法をいいます。 
14 エリアマネジメント…一定の範囲の各地区の地権者等が、その本来の活動をより効果的効率的に進めるため、一帯

の環境の改善や魅力の発信などに共同して取り組む手法をいいます。 
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【実現へのステップ】 戦略Ⅰ 新たな企業の集積 

実現に向けた戦略 ステップ１ ステップ２ ステップ３ 

①魅力的な立地環境

の整備 

○中野四季の都市地

区エリアマネジメン

ト協議会が発足し、

エリアにふさわしい

活動が展開され、企

業進出が進んでい

る。 

 

○中野駅周辺タウン

マネジメントの準備

が進められている。 

 

 

○新たに進出する大

学等との産学公連携

の取り組みが開始さ

れる。 

 

○中野四季の都市地

区エリアマネジメン

トにより一帯の魅力

が維持・向上され、

企業や大学の活動に

貢献している。 

 

 

○中野駅周辺タウン

マネジメントの主体

や事業の具体化が進

む。 

 

○産学公の連携領域

が拡大している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○中野駅周辺タウン

マネジメント組織に

よる活動が展開され

る。 
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戦略Ⅱ 中小企業の振興 

 

■目標とする姿 

区内事業所の大半を占める中小企業が、中野駅周辺の新たな産業・商業集積

や都市観光の振興などを一つのビジネスチャンスとして、企業間や大学などと

の連携も拡げつつ、新たな製品・サービスの研究開発やビジネスモデルの創出

など、自律的発展力を高めながら成長を続けています。 

様々な業種業態からなる商店街が、日々様々な顧客からその潜在的なニーズ

をつかみ新たな商品・サービスや提供方法などの開発等を進め、地域での生活

を支える必要性・存在感を発揮していきます。 

共同組織の信用金庫・信用組合などを中心とした地域金融機関が、資金の供

給者としての役割とともに、長期的な取引関係の構築を通じて経営者の人柄や

リスクテイクの可能性なども含めた企業情報を把握し、独自の多面的長期的な

企業評価力や事業支援機能を強化することで、区内中小企業が長期的に育ち、

雇用も含めた経済循環が拡大しています。 

 

 

■成果指標と目標値 

 平成 23年度 
(2011 年度) 

実績等 

平成 26年度 
(2014 年度) 

目標値 

平成 31年度 
(2019 年度) 

目標値 

前年(前期)より売上高が増加した
事業所（従業者 50 人未満）の割合15 

調査予定 
（平成 25年度） 

― ― 

区内外のビジネスフェア16へ出展し
た区内事業所数 

62 社17 90 社 120社 

 

  

                                            
15 区内事業所を対象とするアンケート等を実施する予定です。 
16 東京都主催の産業交流展や、東京商工会議所中野支部、区内地域金融機関などが区内外で開催するビジネスマッチン

グのためのイベントをいいます。 
17 平成 23 年度に開催された、東京都主催「産業交流展」（19 社）、東京商工会議所中野支部主催「ビジネス交流会」（27

社）、西武信用金庫主催「ビジネスフェア from TAMA」（10 社）、同主催「東京発！物産・逸品見本市」（3 社）、公益財

団法人ユニジャパン主催「CREATIVE MARKET TOKYO」（3 社）の出展企業数の合計です。 
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■実現に向けた戦略 

① ビジネス拡大の促進 

地域生活に根差した製品・サービスの企画・開発や都市観光振興の促進等

によって、中小企業のビジネスチャンスの拡大を図ります。また、新規事業

の拡大や資金調達力の向上、経営革新を促すことなどによって、企業競争力

の強化などを促進・支援します。 

 

【主な取り組み】 

●新しい商品開発などの促進支援 

区は、クリエイターや教育機関等とのコラボーレーション（協業）によ

って、区内事業者の商品の企画開発やデザインなどの付加価値の向上を支

援します。 

●ビジネスマッチングの促進支援 

区は、経営者等の支援拠点とする（仮称）産業振興センターを核にして、

進出企業や区内商工団体、金融機関などと連携し、情報交流や展示会など

ビジネスチャンスを区内に拡充していきます。 

●多様な資金調達手法の開発 

区は、制度融資の充実によって経済情勢へ機動的に対応するとともに、

優れた技術力やノウハウを有する中小企業の資金調達の可能性を高めるた

め、事業拡大・設備投資に係る優遇的な融資制度の構築や公民連携による

ファンド等の設立を検討します。 

●企業競争力の強化支援 

区は、国や東京都などと連携して、知的財産保護や海外販路開拓、ＢＣ

Ｐ（事業継続計画）の策定や公的認証の取得に係る経費補助などの支援を

通じて、持続的な企業競争力を高めます。 

●都市観光と観光関連産業の振興 

区は、中野区都市観光ビジョンに示す、観光資源や推進体制の整備など

を進め、中野ブランドの商業化などにより観光関連産業の活性化を促進し

ます。 
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② 経営者の経営力の向上支援 

実務に裏打ちされた経営ノウハウの獲得や経営者同士のコミュニティ形

成などを意図した取り組みを産学公が連携して構築することによって、経

営者の経営力の向上を支援し、区内企業の成長、区内経済の活性化を持続

させていきます。 

 

【主な取り組み】 

●経営を担う人材の供給・マッチング 

区は、商工団体や教育機関等と連携して、経営学等を修得できる中小企

業経営者向けのプログラムの開発や区内企業が必要とする経営能力を有す

る人材と企業とをマッチングさせる機会の創出を促進します。 

●経営者ネットワークの形成支援 

区は、既存のマッチングイベントや経営者セミナーなどを拡充するとと

もに、そうした機会を活用して、同業種・異業種間や産学公のネットワー

クの形成を進めます。 

 

 

③ 人材確保の支援と雇用創出 

産学公や地域金融機関等との連携により人材の需要と供給を効果的に結び

付けるしくみを構築することによって、区内中小企業が求める人材を継続的

に輩出し、人材確保を円滑にするとともに、雇用創出を図ります。 

 

【主な取り組み】 

●中小企業が必要とする人材のマッチング支援 

区は、ハローワークを始め、産業界や教育機関等との連携を通じて、区

内中小企業が必要とする人材情報や区内の企業情報を把握し、企業と教育

機関とで活用するしくみや、インターンシップ以外に学生と企業が接点を

持てる機会の充実などによって、区内中小企業が必要とする人材のマッチ

ングを効果的に促進します。 

●中小企業の人材ニーズを踏まえたビジネススキルの向上支援 

区は、中小企業の人材ニーズを踏まえて人材育成が行われるよう教育機

関や人材育成機関等へ働きかけます。また、そうした機会を区内の就労希

望者が利用しやすい環境を整備します。 
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④ 変化を捉えて自己変革する商店街 

変化する時代や地域のニーズを捉えて自己変革を進める商店街を重点的に

支援することによって、地域から必要とされ続ける商店街づくりを促進しま

す。また、観光振興を進めることによって、来街者を呼び、新たな商機の拡

大を図ります。 

 

【主な取り組み】 

●商店街振興に係るビジョンの策定 

区は、それぞれの立地特性やまちづくりの動向等を踏まえた商店街振興

のあり方に係るビジョン・方向性をとりまとめます。 

●商店街による計画的な取り組みの支援 

区は、商店街振興に係る区のビジョンに基づき、時代や地域のニーズに

応じたそれぞれの商店街の発展の方向性や、そのための取り組みを示す計

画を自ら策定し、これに取り組む商店街に対して、助成制度等により重点

的な支援を行います。 

●都市観光振興の促進 

区は、中野区都市観光ビジョンに示す取り組みを進め、来街者の増大・

回遊等を図り、商店街等での消費拡大を促進します。 
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 【実現へのステップ】 戦略Ⅱ 中小企業の振興 

実現に向けた戦略 ステップ１ ステップ２ ステップ３ 

①ビジネス拡大の促

進 

○ビジネスフェア等

によるビジネスチャ

ンスが拡大してい

る。 

○融資などの活用を

通じて事業拡大など

に注力できている。 

○観光関連産業が活

性化している。 

 

○新しいサービスや

事業が生まれてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

○中野ブランドなど

の商業化等が進んで

いる 

②経営力の向上支援 ○経営者向けの学習   

機会などを通じて経

営力の向上の取り組

みが進んでいる。 

 

○経営を担い支える

人材の供給が拡充し

ている。 

 

③人材確保の支援と

雇用創出 

○区内企業が必要と

している人材につい

て教育機関等との共

有が進んでいる。 

○区内の企業と教育

機関等の間で人材の

供給確保等の取り組

みが進められる。 

○区内産業人材の育

成供給確保等のしく

みがつくられ機能し

ている。 

 

④変化を捉えて自己

変革する商店街 

 

 

 

○にぎわい・観光振

興により商店街が活

況を呈している。 

○地域の変化等に応

じた商店街づくりの

取り組みが進んでい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



17 

 

戦略Ⅲ 重点分野の振興 

 

今後の産業発展における、ＩＣＴ・コンテンツの活用の重要性や、尐子高齢

化社会に対応したライフサポートサービスの必要性に着目し、これらに係る産

業を重点分野と位置付け、区内経済活性化のけん引役としてその集積や振興を

図ります。 

  

１ 成長が見込まれる産業 

クラウドコンピューティング18の拡大やスマートフォン（多機能携帯電話）

の普及などに見られるように、今後さらにＩＣＴ19の活用等は拡がり、様々な

産業やコンテンツ20とも深く関わって発展していくものと期待されています。 

その時代のニーズやライフスタイルの変化に応じて、新しい業態や事業モ

デルなどが誕生してきましたが、ＩＣＴの発達によって、これらが加速する

と見込まれています。 

ＩＣＴ・コンテンツ関連産業とは、通信業、放送業、ソフトウェア業・情

報処理業等の情報サービス業、インターネット付随サービス業、映像・音声・

文字情報制作業、専門サービス業のうちデザイン業、著述・芸術家業、広告

業、技術サービス業のうち写真業、娯楽業のうち映画館、興行場・興行団な

どの産業を指しています。区内には、これらの産業が一定程度集積していま

す。 

一方、尐子高齢化が進むにつれ、介護・保健医療、教育などの生活産業へ

の需要の増大が確実視されています。さらに一人暮らしの高齢者の増加や地

域コミュニティ等の人間関係の希薄化などを背景に地域における見守りや防

犯防災に係るニーズ、買物や外出への補助をはじめとする様々な生活場面で

のサポートの必要性も高まるものと予想されます。 

こうしたニーズに応える産業をライフサポート関連産業と位置付けます。

介護・保険医療、教育を始め、小売、飲食、子育て、習い事、健康づくり、

理美容、おしゃれやショッピングなどの楽しみや娯楽、レジャーなどに関わ

る産業、また、これらの利用を円滑にする買い物代行や送迎サービス、さら

に、医療機器や健康器具、サプリメントなどの製造、バリアフリー住宅の供

給や見守りシステムの開発、防犯・防災グッズの製造を担う産業などを指し

                                            
18 クラウドコンピューティングとは、データサービスやインターネット技術等が、ネットワーク上にあるサーバー群

（クラウド（雲））にあり、ユーザーは今までのように自分のコンピュータでデータを加工・保存することなく、｢どこ

からでも、必要な時に、必要なだけ｣利用することができる新しいコンピュータ・ネットワークの利用形態をいいます（総

務省「情報通信白書」から引用）。 

19 ICT とは、「Information  &  Communication Technology の略、情報通信技術」のことをいいます（総務省｢情

報通信白書」から引用）。 
20 コンテンツとは、「文字・画像・動画・音声・ゲーム等の情報全般、またはその情報内容のこと。電子媒体やネット

ワークを通じてやり取りされる情報を指して使われる場合が多い」とされています（総務省｢情報通信白書」から引用）。 
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ます。 

このようにライフサポート関連産業には、区内の中小企業にとって多くの

ビジネスチャンスを見出すことができます。 

 

２ 中野の立地優位性  

都心に近いという中野区の地理的条件や中小様々な規模の事務所が多数存

在するという状況は、ＩＣＴ・コンテンツ関連産業やライフサポート関連産

業の多くにとって立地メリットがあると考えられます。 

また、通勤利便性や豊富な周辺飲食、良好な憩い空間などワーカーにとっ

て魅力的なビジネス環境も立地の魅力となります。 

ＩＣＴ・コンテンツ関連産業にとっては、ＪＲ中央線沿線などの近隣区も

含めてアニメ・映画などのコンテンツ産業が集積しているイメージがあるこ

と、３０歳未満の人口割合が比較的多いことなども立地のインセンティブ（動

機）の一つとなり得ます。 

また、高齢者人口の急激な増加に加えて、人口密度の高いコンパクトなま

ちであることは、地域に密着して様々な生活ニーズを捉えるライフサポート

関連産業の立地にとって大切な要因の一つであると言えます。 

 

以上の観点から、ＩＣＴ・コンテンツ関連産業及びライフサポート関連産

業の集積・振興等を重点的に進め、区内産業全体の活性化に結び付けていき

ます。 
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■目標とする姿 

ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の集積が進み、商店街や観光振興の取り組み、

表現・文化活動、学術活動等に、その技術等が導入・活用されることによって、

新たな事業展開などが促され、区内の産業全体が活性化しています。 

また、ライフサポート関連産業が、暮らしの身近なところで展開され、行政

やボランティアなどと適切に連携し、区民の多様なニーズに合ったきめ細やか

なサービスを提供しています。 

区内での起業・創業や、企業と大学などの教育研究機関との共同研究による

新たな事業の創出などにより、需給を拡大していくとともに、地域雇用を創出

しています。 

商店街が、ＩＣＴの活用や店舗間協力などによって、以上のような見守りや

安心、語らいや憩いなどの付加価値を提供し、多機能で総合的な生活支援サー

ビスの供給者としての役割を発揮しています。 

 

 

■成果指標と目標値 

 平成 23年度 
(2011 年度) 

実績等 

平成 26年度 
(2014 年度) 

目標値 

平成 31年度 
(2019 年度) 

目標値 

ＩＣＴ･コンテンツ関連産業の事業
所数21 

 
742件 

※平成 21年実績 
800件 900件 

ライフサポートサービスを提供す
る事業所の増加率22 
（調査初年度＝100 とする指数） 

調査予定 
（平成 25年度） 

― ― 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
21

  経済センサス（総務省統計局）から作成しています。経済センサスは、事業所・企業の基本的構造を明らかにする

「経済センサス‐基礎調査」（平成 21年～、5年毎実施）と、事業所・企業の経済活動の状況を明らかにする「経済セ

ンサス‐活動調査」（平成 24年～、5年毎実施）の二つから成ります。「経済センサス-活動調査」の実施に当たって

は、従来の「事業所・企業統計調査」、「サービス業基本調査」をはじめとした大規模統計調査を統合するほか、平成 21

年商業統計調査、平成 23年工業統計調査の調査事項についても取り込むこととされています。 
22 区内事業所を対象とするアンケート等を実施する予定です。 



20 

 

（１） ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の振興 

 

■実現に向けた戦略 

① ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の集積等の促進 

区内のＩＣＴ・コンテンツ関連産業のネットワークを強めるとともに、同

産業に対する各種の相談・支援機能の充実や補助制度の構築、現行規制の緩

和の検討などによって、ＩＣＴやコンテンツを活用した産業の集積・創出等

を図ります。 

 

【主な取り組み】 

●（仮称）ＩＣＴ・コンテンツ関連産業振興拠点の開設 

区は、ＩＣＴやコンテンツの可能性を多様に発揮させ、企業間の連携や

新たな事業モデルの開発、企業と人材のマッチング、創業や事業拡大など

を促進する機能を備えた拠点を開設します。 

●産学公連携による事業展開 

区は、ＩＣＴ・コンテンツ関連産業と他産業、商店街、大学などの教育

機関などの連携を図り、新産業創出や事業モデルの開発、事業取引の拡大

などを進めます。 

●都市型産業集積・創出補助制度の構築 

区は、ＩＣＴ・コンテンツ関連産業を集積・創出等の促進に資する事業

を行う民間事業者に対する補助制度を創設します。 

●“ＩＣＴ・コンテンツで産業発展するまち中野”の発信 

区は、優遇融資制度や、同業産業等のネットワークの拡充支援、総合特

区の研究など、ＩＣＴやコンテンツの可能性を十分に活用して各企業が事

業展開していける環境を整備するとともに、これらについて様々な機会や

媒体を通じて積極的に情報発信していきます。 
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② ビジネスマッチングの拡充 

区内の商工団体や金融機関、新たな進出企業や大学等との連携体制を構築

し、ＩＣＴ・コンテンツ関連企業間や他業種との取引の拡大や新事業創出の

機会を拡充することによって、区内経済全体の活性化を導いていきます。 

 

【主な取り組み】 

●区内における事業取引等の活性化 

区は、区内の金融機関や商工団体等が行っている各種のビジネスマッチ

ングなどとの役割分担や連携のあり方等を明確化し、区内のＩＣＴ・コン

テンツ関連企業が他業種や大学等と交流し取引拡大等を図れる機会の充実

に向けて取り組みます。 

●全国的なイベントの誘致等 

区は、商工団体等と連携して、著名なアニメ・マンガ・ゲーム等の大会

やＩＣＴ・コンテンツ関連のビジネスフェア等への区内企業の参加を支援

するとともに、それらのイベントの区内誘致など、ビジネスチャンスの拡

大を図ります。 

 

【実現へのステップ】 （１） ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の振興 

実現に向けた戦略 ステップ１ ステップ２ ステップ３ 

①ＩＣＴ・コンテン

ツ関連産業の集積の

促進 

 

 

 

○産業振興拠点が開

設され、区内ＩＣ

Ｔ・コンテンツ関連

産業のビジネス拠点

となっている。 

 

○内外からＩＣＴ・

コンテンツ関連産業

の集積等が進んでい

る。 

 

 

○ＩＣＴ・コンテン

ツを活用した新たな

事業等が展開されて

いる。 

②ビジネスマッチン

グの拡充 

○ビジネスマッチン

グ等を通じ、企業交

流が進んでいる。 

 

 

 

○新たな進出大学等

の学部特性等に応じ

て、産学公連携の取

り組みが始まる。 

 

 

 

 

 

 

 

○ＩＣＴ・コンテン

ツを活用した産学公

連携のとりくみが拡

大している。 

 

○著名なイベントが

区内で催行され、国

内外の事業者やクリ

エイターの集積が進

んでいる。 
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（２） ライフサポート関連産業の振興 

 

■実現に向けた戦略 

① 「最高レベルの生活23」を充足する産業の活性化 

子どもや高齢者に対する見守り、安心、支え合いや、健康、医療、介護を始

め、家事や育児、あるいは語らいや憩いなど、様々な生活場面での個々人のニ

ーズを捉えることによって、快適な日常生活をサポートする産業の集積・創出

等を支援していきます。 

商店街を構成する個店が連携して様々な生活場面でのニーズに対応するサー

ビス等を提供するしくみによって、商店街のある地域に暮らすことの付加価値

を高めます。 

また、ライフサポート関連産業を支える人材の育成を促進することによって、

サービスの質・量を向上するとともに、地域の雇用を生み出します。 

 

【主な取り組み】 

●様々な生活ニーズに応えるビジネスの振興 

区は、健康・医療・介護・育児などを始め様々な生活場面でのニーズを

捉えたライフサポート関連産業を展開する事業者の起業・創業等に対して、

優遇融資制度の構築などにより支援します。 

●サポートサービスのコーディネート事業の支援 

区は、健康・医療・介護・育児、あるいは、これらに必要な器具など実

際に生活を支える産業等に関する情報を一元化しそれら各種のサービスを

パッケージ化して、個々の利用者の状況やニーズに応じたサービスを効率

的に提供するビジネスの創業や集積を支援します。 

●人材の育成・供給・マッチング支援 

区は、産学公で連携し、社会人向けの育成プログラムや事業者とのマッ

チング機会の創出など、地域の潜在労働力を掘り起こし、健康・医療・介

護・育児などの実際に生活を支える産業への人材供給を促進します。 

●学部の特色を活かした産学公連携の推進 

区は、医療・福祉系の学部などの教育研究機関の持つ知的財産を活用し

た産学公連携の取り組みを支援し、付加価値の高いサービス提供ができる

ようライフサポート関連産業の振興を図ります。 

                                            
23 中野駅周辺まちづくりグランドデザイン Ver.3 で、「安全・安心で持続可能なまち」を将来像のひとつとして掲げ、

安全で快適なまちなみ、量的・質的に充実した商業空間、どのライフステージにあっても安心して健康を維持できる生

活、多世代が居住するコミュニティという姿を「最高レベルの生活空間」として描いています。 
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② 総合的な生活支援を担う商店街 

身の回り品の小売りや飲食を始め、理美容、医療・薬局など日々の生活の必

要に応じたサービスを商店街として充実するほか、店舗等が連携し複数のサー

ビス等を組み合わせて提供することなどによって、一帯の地域での生活の継続

を支える商店街としての発展を目指します。 

 

【主な取り組み】 

●総合的な生活支援サービス展開の支援 

区は、買い物の付添いサービスや商品の配達サービスなど、各個店が顧

客と日々接する中から様々なニーズを捉え、それに直接応える新たなサー

ビスの提供あるいは円滑に対応するためのサポート事業などの展開に取り

組む商店街を支援していきます。 

 

 

【実現へのステップ】 （２） ライフサポート関連産業の振興 

実現に向けた戦略 ステップ１ ステップ２ ステップ３ 

①「最高レベルの生

活」を充足する産業

の活性化 

○ライフサポート関

連産業の創業等が増

加している。 

 

 

○ライフサポート関

連産業が連携し、新

たなサービスが効果

的効率的に提供され

ている。 

 

○ライフサポート関

連産業の集積等が進

んでいる。 

 

 

 

 

②総合的な生活支援

を担う商店街 

 

 ○地域生活の総合的

な支援が商店街で展

開されている。 
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第３章 産業振興ビジョン実現に向けた推進体制 

 

（仮称）中野区産業振興協議会の設立 

 

産業振興ビジョンを効果的に実現していくためには、企業や商工団体はもと

より、金融機関や大学などの教育機関、地域団体、区民などとの協調、連携関

係を構築していく必要があります。 

ついては、区の産業振興政策全般に係る方向性などを共有し、協調した取り

組みを進めるため、（仮称）中野区産業振興協議会を設置します。 

この場において、重点分野に位置付けたＩＣＴ・コンテンツ関連産業やライ

フサポート関連産業の振興策について、あるいは商店街の活性化など、その時々

に必要なテーマに沿って、意見交換や政策提言等を得ながら、産業振興、経済

活性化の方向等を共有し取り組みを進めていくものとします。 

また、これらの協議会での議論の中から、さらに必要が生じた場合には、関

係団体の協力により必要な推進体制を整えていきます。 

なお、ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の振興については、ＩＣＴ・コンテンツ

産業振興協議会を先行して設置し、取り組みを進めます。 
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資料集 

１ 本文で引用したデータ 

資料１～１０ 

 

２ 参考資料 

（１）人口・世帯 

 ①人口推計 

 ②世帯推計 

  

（２）産業全般 

 ①事業所数 

 ②従業者数 

③産業大分類別の事業所数 

④産業大分類別の従業者数 

 ⑤資本階級別の事業所数 

⑥資本階級別の従業者数 

  

（３）商業・工業・農業 

 ①小売業の事業所数・従業者数・年間販売額 

 ②大規模小売店舗の立地件数 

 ③卸売業の事業所数・従業者数・年間販売額 

 ④工業の事業所数・従業者数・製品出荷額 

 ⑤農業の経営戸数 

 

（４）重点産業 

 ①ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の事業所数 

②ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の従業者数 

③ライフサポート関連産業の事業所数 

④ライフサポート関連産業の従業者数 

 

（５）労働・生活 

 ①労働力人口 

 ②労働状態 

 ③収入等  
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１ 本文で引用した基礎データ 

 

【資料１】 

  ■中野区内の事業所数は、2009 年調査で 14,367 件となっており、2006 年

調査から 5.6％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料２】 

  ■中野区内の事業所数は、２３区の中で荒川区、目黒区に次いで尐ない状

況です。 
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【資料３】 

■中野区内の従業者数は、2009 年調査で 125,683 人となっており、2006

年調査から 7.0％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料４】 

  ■中野区内の従業者数は、２３区の中で荒川区に次いで尐ない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

126

0

200

400

600

800

1,000

1,200

港
区

千
代
田
区

中
央
区

新
宿
区

渋
谷
区

品
川
区

大
田
区

江
東
区

豊
島
区

世
田
谷
区

台
東
区

足
立
区

文
京
区

板
橋
区

江
戸
川
区

練
馬
区

杉
並
区

墨
田
区

葛
飾
区

北
区

目
黒
区

中
野
区

荒
川
区

(千人)
従業者数(23区)

経済センサス(2009)から作成

中
野
区 

122,057

117,494

125,683

0 50,000 100,000 150,000

2001年

2006年

2009年

(人)

従業者数の推移(区内)

経済センサス(2009)、事業所・企業統計調査(2006、2001)から作成



28 

 

【資料５】 

■区内事業所の構成は、卸売業・小売業(22.3％)が最も多く、次いで不動産

業・物品賃貸業(14.3％)、宿泊業・飲食サービス業(14.2％)となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料６】 

■業種別の従業員構成は、卸売業・小売業(20.4％)が最も多く、次いで医療・

福祉(10.4％)、宿泊業・飲食サービス業(10.2％)となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卸売業、小売業

22.3%

不動産業、物品賃貸

業

14.3%

宿泊業・飲食サービ

ス業

14.2%
生活関連サービス

業、娯楽業
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医療、福祉

7.4%

建設業
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情報通信業

3.5%

教育、学習支援業
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運輸業、郵便業

2.0%

金融業、保険業

1.2%
公務（他に分類され

るものを除く）
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14,361件

経済センサス(2009)から作成
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【資料７】 

■ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の区内事業所数は、2009 年調査で 742 件と

なっており、2006 年調査から 10.3％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料８】 

  ■ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の区内従業者数は、2009 年調査で 11,072

人となっており、2006 年調査から 2.3％増加しています。 
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【資料９】 

  ■ライフサポート関連産業の区内事業所数は、2009 年調査で 10,593 件と

なっており、2006 年調査から 2.5％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料１０】 

  ■ライフサポート関連産業の区内従業者数は、2009 年調査で 75,696 人と

なっており、2006 年調査から 7.9％増加しています。 
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２ 参考資料 

 

（１）人口・世帯 

 

①人口推計 

【昼夜間人口、昼夜間人口比率（推計）】 

 ■2050 年には、現在より夜間人口は減尐するものの、全国に比べてその減

尐率は低く、29 万人程度となります。また、昼間人口は、2050 年には

2005 年より約 7 万人増加して、約 35 万人と推計されています。 
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②世帯推計 

【将来世帯推計】 

■2015 年まで総世帯数及び単独世帯数が増えていきますが、その後の人口

減尐に伴い、総世帯数、単独世帯数が微減していく見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高齢者の単独世帯数推計】 

■高齢者の単独世帯数は、６５歳以上、７５歳以上、８５歳以上の全てに

おいて増加していきます。 
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（２）産業全般 

 

①事業所数 

【区内推移】 

  ■中野区内の事業所数は、2009 年調査で 14,367 件となっており、2006 年

調査から 5.6％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

  ■中野区内の事業所数は、２３区の中で荒川区、目黒区に次いで尐ない状

況です。 
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②従業者数 

【区内推移】 

■中野区内の従業者数は、2009 年調査で 125,683 人となっており、2006

年調査から 7.0％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

  ■中野区内の従業者数は、２３区の中で荒川区に次いで尐ない状況です。 
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③産業大分類別の事業所数 

【区内】 

■区内事業所の構成は、卸売業・小売業(22.3％)が最も多く、次いで不動産

業・物品賃貸業(14.3％)、宿泊業・飲食サービス業(14.2％)となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

  ■製造業の数が尐なくその割合も低いのが中野区産業の特徴の一つです。 
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④産業大分類別の従業者数 

【区内】 

■業種別の従業員構成は、卸売業・小売業(20.4％)が最も多く、次いで医療・

福祉(10.4％)、宿泊業・飲食サービス業(10.2％)となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

  ■製造業以外は、概ね他区と同様の業種構成割合となっています。 
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④資本階級別の事業所数 

【区内】 

  ■全産業において、資本金 5000 万円未満の事業所が９割以上を占めていま

す。 

 

 

 

【２３区比較】 

  ■千代田区、中央区、港区の都心区に、資本金の大きい企業が集中してい

ることが明らかです。 
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⑥資本階級別の従業者数 

【区内】 

  ■建設業、製造業、情報通信業、金融業において、資本金の大きい企業の

従業者が多くなっています。 

 

 

【２３区比較】 

  ■都心区では、資本金の大きい企業の従業者が大半を占めています。 
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（３）商業・工業・農業 

 

①小売業の事業所数・従業者数・年間販売額 

【区内推移】 

 ■区内の小売業は、事業所数、従業者数ともに減尐傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

 ■小売業の事業所数は、人口が多い区において比較的多くなっています。 
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②大規模小売店舗の立地件数 

【区内推移】 

  ■区内に立地する大規模小売店舗は尐ないが、近年は新規の出店がみられ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

  ■中野区内に立地する大規模小売店舗は、文京区についで２番目に尐ない

件数となっています。 
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③卸売業の事業所数・従業者数・年間販売額 

【区内推移】 

 ■区内卸売業は、事業所数、従業者数ともに減尐傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

 ■中央区において、卸売業の集積が目立っています。中野区の卸売業の事

業所数は２３区で最も尐ない状況です。 
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④工業の事業所数・従業者数・製品出荷額 

【区内推移】 

 ■工業の事業所数は減尐傾向が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

 ■中野区内の工業の事業所数は、渋谷区に次いで２番目に尐ない状況とな

っています。 
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⑤農業の経営戸数 

【区内推移】 

 ■区内の農業経営戸数は尐なく、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

 ■２３区内の農業経営戸数は、練馬区が突出しています。 
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（４）重点産業 

 

①ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の区内事業所数 

【区内推移】 

 ■ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の区内事業所数は、2009 年調査で 742 件と

なっており、2006 年調査から 10.3％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

 ■２３区では、都心３区、新宿区、渋谷区に集積しています。 
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②ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の区内従業者数 

【区内推移】 

  ■ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の区内従業者数は、2009 年調査で 11,072

人となっており、2006 年調査から 2.3％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

■企業の本社機能が集積する都心区において従業者数が多くなっています。 
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③ライフサポート関連産業の区内事業所数 

【区内推移】 

  ■ライフサポート関連産業の区内事業所数は、2009 年調査で 10,593 件と

なっており、2006 年調査から 2.5％増加しています。 

 

 

 

【２３区比較】 

■全産業の事業所数でみた順位と概ね同様となっていますが、若干住宅都

市が上位に進出しています。 
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④ライフサポート関連産業の区内従業者数 

【区内推移】 

  ■ライフサポート関連産業の区内従業者数は、2009 年調査で 75,696 人と

なっており、2006 年調査から 7.9％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２３区比較】 

■大企業が集積している都心部で、従業者の数が多くなっています。 
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（５）労働・生活 

 

①労働力人口 

【就業者の内訳】 

■労働力人口のうち、就業者数は 131,513 人で、雇用者が 76.7％を占めて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢構成】 

■情報通信業は若年層にかなり偏りがある一方、不動産業は高齢者に偏っ

ています。 
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②労働状態 

【１５歳以上の労働状態】 

■男性は、２５～５９歳までの労働力人口が多い一方で、女性は、２０歳

代後半以外の年齢において非労働力人口が一定割合存在しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性の労働力率】 

■結婚・出産期に労働力率が低下するいわゆる「Ｍ字曲線」が中野区でも

みられます。 
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③収入等 

【課税対象所得】 

 ■都心部において１人あたりの課税対象所得が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平均給与収入】 

■男性の給与収入が最高となる５０歳代前半においては、男性の給与所

得が女性の 1.9 倍になっています。 
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素案から案への主な変更点 

 

※変更箇所は下線部分 

第２章 目指すべき将来像とその実現に向けた戦略・取り組み 

No. 
該当 

ページ 
案 素案 

1 

 

 

9 戦略Ⅰ 新たな企業の集積  成果指標と目標値 

 

 

中野区内で事業を継続したいと思う

事業所の割合 

 

 

勤務地が中野区内であることに満足

しているワーカーの割合 

 

 

区内事業所数 

 

 

 

国際会議の区内開催数 

（参加者数 50 人以上） 

2 

 

 

 

12 戦略Ⅱ 中小企業の振興  成果指標と目標値 

 

 

前年(前期)より売上高が増加した事

業所の割合 

 

 

区内外のビジネスフェアへ出展した

区内事業所数 

 

 

区内商業(卸売・小売業)の販売額 

（従業者 100人未満の事業所） 

 

 

区内事業所の従業者数 

（従業者 100人未満事業所） 

3 19 戦略Ⅲ 重点分野の振興  成果指標と目標値 

 

 

ICT･コンテンツ関連産業の事業所数 

 

 

削除 

 

 

ライフサポートサービスを提供する

事業所の増加率 

（調査初年度＝100 とする指数） 

 

 

削除 

 

ICT･コンテンツ関連産業の事業所数 

 

 

ICT･コンテンツ関連産業の従業者数 

 

 

ライフサポート関連産業の事業所数 

 

 

 

 

ライフサポート関連産業の従業者数 

 

 

別紙２ 



中野区産業振興ビジョン（素案）の意見交換会実施結果 

 

１ 意見交換会の実施状況（自治基本条例第１４条の規定に基づき実施したもの） 

 (1) 実施日時・場所等 

実施回数    ３ 回 

会  場 日    時 参加人数 

中野区役所７階会議室 
平成 24年 8月 19日（日） 

午後１時～午後 3時 
５人 

南中野区民活動センター 
平成 24年 8月 21日（火） 

午後 7時～午後 9時 
０人 

鷺宮区民活動センター 
平成 24年 8月 22日（水） 

午後 7時～午後 9時 
６人 

計 １１人 

 

 (2) 意見交換会における主な意見の概要と区の見解・回答         

（全体に関するもの）４項目 

No. 区民からの意見・要望 区の回答 

１ 人口動態、年齢構造の変化などの影

響はビジョンのなかでどう織り込ま

れているのか 

中野区を含めた２３区は全国の傾向より緩やか

に人口減尐が進むと推計され、昼間人口や高齢

者の単独世帯等の増加が見込まれている。これ

に伴いライフサポートに係るニーズが高まるも

のとして、ビジョンの中ではこれに係る産業振

興を重点分野とした。 

２ 産業振興ビジョンのモデルとした自

治体はあるのか。夢があり、イメー

ジしやすく、ＰＲになるようなモデ

ル都市名を上げてはどうか。 

各自治体の産業振興ビジョン等も参考にはして

いるが、産業構造や立地環境など中野区の特徴

を踏まえたものにしている。 

３ 産業振興ビジョンの体系図につい

て、戦略Ⅰは新たに中野に来る企業

向けの施策、戦略Ⅱは既存の企業等

への施策という認識でよいか。 

概ねそうした考えに基づいている。 

４ 取り組みが色々列挙されているが、

その優先度や数値目標はどう考えて

いるのか。数値目標は進捗状況を把

握するにも有効と考える。 

重点分野とした ICT･コンテンツ関連やライフサ

ポート関連に力点をおいていくことになると考

えている。商工団体等と連携した調査等で進捗

状況を把握できる指標を検討したい。 

（戦略Ⅰに関するもの）２項目 

No. 区民からの意見・要望 区の回答 

１ 新たに進出してくる大学の学生とい

う人的資源の活用、それによる活性

化を考えるべきではないか。 

進出する大学には、コンテンツやライフサポー

トに関連する学部・学科も予定されている。そ

れらの知的財産や学生による取り組みを活かし

た連携を進めること等をビジョンに盛り込ん

だ。 
２ 中野には若者が多数住んでいるが、

そのパワーを区の産業振興に取り入

れられたらよい。 

 

別紙３ 



（戦略Ⅱに関するもの）１１項目 

No. 区民からの意見・要望 区の回答 

１ 戦略ⅠとⅢは力を入れているのが分

かるが、戦略Ⅱは割と普通のことに

なっているように感じる。 

中小企業の振興という点では、他自治体等と共

通するようなものもあるが、新たな進出大学等

の持つ知的財産を活用してビジネスチャンスに

結び付けるなど、区独自の展開も考えている。 

２ 区が支援すべきは、順調に成長して

いる企業よりも、経営が上手くいっ

ていない企業の事業転換を図るなど

の方策こそが必要である。 

メリハリをつけた施策展開をすべきとの考えか

ら、ビジョンでは重点分野を掲げている。ライ

フサポートのような地域ニーズのあるところへ

のサービス提供が進むように考えていきたい。 

３ 経営が上手くいっていない業種の事

業者は、業種を転換したくてもでき

ないのではないか。業態転換の手助

けをしてくれるようなサービスがあ

ったらよいと思う。 

現在行っている経営相談について、ライフサポ

ート関連などへ業種転換をしたい事業者に対し

て、手厚くしていくことなどを想定して、支援

の方向性をビジョンに盛り込んでいる。 

４ グローバルな視点も必要である。留

学生はやる気のある学生が多いと思

うので、中小企業とからめて何かで

きたらよいのでは。 

大学進出に伴って海外の留学生も増加する見込

みであり、ＩＣＴ・コンテンツの面でも関わり

をつくれる可能性を感じている。また、中小企

業への人材供給という点で、区内中小企業の情

報を大学へ提供するなどの連携等も考え、ビジ

ョンに盛り込んでいる。 

５ 商店街振興のビジョンについては、

早めの推進が必要だと思うがいつ頃

の予定か。 

本ビジョンを１０月に策定した後、施策全体の

具体的な検討を進め、来年度の予算にとりまと

めていく。商店街振興のあり方もこの過程で考

えていくことになる。 

６ 商店街の活性化について、区の方向

性を早めに商店の方にも話してほし

い。例えば中杉通りは昔から拡幅す

るといわれているがまだしていな

い。建替え等を決めかねていること

も活性化しない一因ではないか。 

交通基盤整備は重要な政策だが、それが商店街

衰退につながることはあってはいけないと考え

ている。商店街活性化については、行政、住

民、事業者等が互いに役割分担を明確にし、連

携してまちづくりをしていく必要がある。 

７ 観光に力を入れてほしい。国は

2020年に 2500万人の外国人観光客

を呼び込むこととしており、渋谷駅

周辺で開発を進める東急電鉄は、そ

の半数を渋谷に呼び込みたいとして

いる。区としては区外から人を呼び

込む方策をどう考えているのか。 

６月に中野区都市観光ビジョンを策定した。外

国人を含めた来街者増加の取り組みを商店街の

方々と連携して進めていきたい。 

８ 都市観光と観光関連産業の振興で、

中野ブランドの商業化とあるが、ど

のような形式のブランドをどのよう

に手助けしていくのか。 

６月に策定した都市観光ビジョンで触れてい

る。様々な中野の個性（観光資源）をブランド

化していきたい。具体的には、中野のご当地ブ

ランド認定制度で土産物の開発や中野のイメー

ジアップになるものへの支援、シティセールス

などである。 

９ 観光資源の掘り起こしについて、統

一性を持ったサインなどが必要と考

える。 

駅周辺の来街者を回遊させるようなデジタルサ

イネージなどを区としても観光基盤の整備とし

て検討していく。情報の作成・運営などについ

ても商工団体などの協力を仰ぎたいと考えてい

る。 



10 映画等のロケ地として商店街が活用

されれば活性化の材料となると考え

るがどうか。 

区内ロケ地の利用については現在も対応してい

る。今後も区内ロケ地の紹介や利用などを進め

ていきたい。 

11 観光で呼び込むのであれば、大型バ

スが止められるようなスペースを確

保するべきだ。 

大型バスの駐車スペースなども検討していくこ

ととしている。 

（戦略Ⅲ（１）に関するもの）４項目 

No. 区民からの意見・要望 区の回答 

１ ＩＣＴ・コンテンツ産業の集積に向

けて、まずは基本となるオフィス床

の整備が必要だ。さらに、災害時に

も常時どこからでも接続できるよう

なＩＴインフラを整えれば、ユビキ

タスの基盤ともなり、ライフサポー

ト環境も整うこととなり、企業立地

の魅力になるのではないか。 

ＩＣＴ・コンテンツ産業の集積を図るような拠

点施設の整備など産業集積等を促進する支援や

大学、進出企業等と区内事業者との連携を進め

ることなどをビジョンに盛り込んだ。また、デ

ジタルサイネージなど地域情報化も別途検討し

ていく。 

２ ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の推進

について、インキュベーションオフ

ィスやインフラ整備などについてど

う考えているのか。 

インキュベーションセンターは現在区内に２か

所あり、他の振興策などの状況も見ていく必要

があると考えている。 

３ インキュベーションで成長した企業

を区に留めるための考えはあるか。 

中野に留まってもらうためには、適切な場所の

整備というハード面と産業振興拠点などによる

魅力となる機能・ソフト面の整備が必要だと考

え、そのための取り組みなどを盛り込んでい

る。 

４ ＩＣＴ・コンテンツ産業の従業員数

も事業者数も 23区の中では真ん中

位だが、なぜ重点産業にしたのか。 

平成１９年の調査で、ＩＣＴ・コンテンツ産業

は比較的中野区に親和性があるという結果がで

ている。この産業は比較的小規模オフィスで良

く、賃料の安さ、交通利便性の高さ、マンガ・

アニメ等のイメージも働いていることが考えら

れる。今後ともＩＣＴ・コンテンツの活用の重

要性が増すことが見込まれるとともに、区の立

地特性を活かしていけるように重点としてい

る。 

 



（戦略Ⅲ（２）に関するもの）７項目 

No. 区民からの意見・要望 区の回答 

１ 現在ある工場を建て替えられるよう

にすれば、周辺の雇用も受け止めつ

つ、悪臭対策もでき、住宅街に受け

入れられる。用途地域の変更は困難

としても、民生品などライフサポー

ト関連の工場くらいは残せる工夫が

できないか。 

改めて、研究したい。 

２ 介護に関しては予防に重点を置いて

ほしい。高齢者が元気でいれば、介

護等に使用する予算が減り他の分野

に回せる。 

これからのニーズを踏まえて、ライフサポート

関連産業を重点とした。商店街とも協力して、

高齢者等の買い物支援など予防の視点も含めて

進めていきたい。 

３ 待機児童をなくすことが最重要だと

考える。実現すれば、若い夫婦が増

えて、女性の労働力も増加すると考

える。学校跡などを有効活用してい

ってほしい。 

待機児童の解消は区としても優先度の高い施策

として取り組んでいる。ライフサポート関連産

業では、女性や高齢者などの就業や創業を想定

した支援も盛り込んでいる。 

４ 商店街への誘導策としてホームペー

ジの作成などを行っている。区も来

街者への誘導策を検討・支援してほ

しい。若者が新宿に行くのではな

く、中野にとどまって買い物しても

らえるようになるといいと思う。 

ビジョンでは、時代や地域のニーズを踏まえ、

特に地域生活をトータルにサポートする商店街

を示した。これを基に個々の商店街の置かれた

状況等も踏まえつつ、今後具体化を図っていく

としている。 

空き店舗活用についても、商店街と取り組んで

いきたい。 ５ 商店街の振興には空き店舗の活用も

必要である。実際にシャッターが閉

まっていても貸す意思が不動産にも

示されていない状況がある。 

６ 商店街として買い物難民への対策に

ついても検討したいが、採算ベース

に乗せることは難しい。 

都や国の制度などを活用しながら今後商店街と

相談しながら進めたい。 

７ 災害時に役に立つ商店街も、商店街

としての魅力の一つになると考える

が、具体的にどうすべきか対応が難

しい。区として総合的にどう考える

のか。 

ビジョンでは、見守り、安心、支え合いといっ

た表現で、様々な生活場面のニーズに応える商

店街として描いた。先進的な取り組みをしてい

る商店街もあり、情報を共有しながら、それぞ

れの商店街に応じたあり方を共に考えていきた

い。 

（第３章に関するもの）２項目 

No. 区民からの意見・要望 区の回答 

１ 中野区産業振興協議会はどのような

構成を考えているのか。 

区内産業振興全般や産学公連携等に係る政策を

話し合う場として、産業界を始め、金融機関や

教育機関などの区内横断的な団体等から構成す

ることを検討している。 

２ 中野区ＩＣＴ・コンテンツ産業振興

協議会はどのようなものか。 

ＩＣＴ・コンテンツ関連産業の振興や、ＩＣ

Ｔ・コンテンツを活用した区内産業の活性化に

ついて考える協議会である。商工三団体、しん

きん協議会、ＮＰＯ法人中小企業診断士会、Ｎ

ＰＯ法人中野コンテンツネットワーク協会、税

理士協会、明治大学、帝京平成大学、早稲田大

学、東京工芸大学などで構成している。 



 

２ 団体等との意見交換の実施状況 

東京商工会議所中野支部、中野区工業産業協会、中野区商店街連合会、中野区産業懇談会、Ｎ

ＰＯ法人中野中小企業診断士会、中野区社会福祉協議会、介護サービス事業所連絡会、地域金融

機関（２件） 

 


